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１ はじめに 

1964 年に開通した新幹線（東海道新幹線）は日
本最初の高速鉄道として利便性を向上させてきた

反面，通過車両から発生する騒音，振動及び低周

波音が現在でも問題となっている。騒音に関して

は，1975 年に｢新幹線鉄道騒音に係る環境基準に
ついて｣が告示され，測定方法や評価指標（LAmax：

騒音レベルの最大値）が定められた。振動につい

ては，1976 年に「環境保全上緊急を要する新幹線
鉄道振動対策について」が勧告され，その中で評

価指標（LVmax：振動レベルの最大値）が示された。  
環境基準や勧告が告示された当時と現在で，新

幹線を取り巻く状況を比べてみると，運行本数の

増加，車両の高速化，新型車両への更新，新たな

る防音壁の設置等により，騒音や振動の発生状況

は大きく変化している。加えて，環境問題に対す

る関心の高まり，快適な生活空間の希求，価値観

の多様化などにより，快適な居住環境を形成する

ためには，新幹線においても良好な音・振動環境

の確保が以前にもまして重要な要件となってきて

いる。  
近年，騒音・振動に対する法令や基準を運用す

る上で，”emission”（排出）と”imission”（暴露）
という概念が用いられている 1)。前者は発生源か

らの騒音・振動の排出量そのものに着目している

のに対して，後者は住民が受けている騒音・振動

による影響の程度・状況に着目している。すなわ

ち，騒音規制法は emission の視点からの規制であ
るのに対して，｢新幹線鉄道騒音に係る環境基準に

ついて｣や「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振

動対策について」は imission として運用されるよ
う定められているといえよう。また，現在，新幹

線騒音・振動による住民への影響については，そ

れぞれの暴露量（測定値）だけで評価されている。  
 

しかしながら，同一の発生源から騒音と振動が同

時に住民へ暴露されている状況を鑑みると，

imission の視点から住民への影響をより的確に把
握するためには，騒音と振動を統合した評価が必

要となる。  
筆者等は，新幹線の騒音・振動により住民の受

けている影響を把握するために，2001 年から 2003
年の期間に神奈川県内の東海道新幹線沿線の住宅

地において社会調査を行ってきた 2,3)。また，新幹

線の騒音・振動を実測し，住民が暴露されている

騒音・振動の大きさについてもあわせて推定を行

った。本報では，最初に，社会調査の結果とあわ

せて騒音・振動の暴露量の推定結果について報告

する。続いて，新幹線の騒音と振動に対する住民

反応について，それぞれの暴露－反応関係を住宅

タイプ別に比較するとともに，騒音と振動の複合

影響についても考察を行う。最後に，共分散構造

分析 4,5)を用いて，新幹線の騒音と振動に対する被

害感の統合評価モデルの作成を試みる。  
 

２ 調査概要 

２．１ 社会調査  
本報では，神奈川県内の東海道新幹線に着目し，

沿線の戸建住宅あるいは集合住宅に居住する 18
歳以上の住民（１軒で 1 人）を対象としてアンケ
ート調査を実施した。表１はアンケート調査の概

要及び回収状況を示したものである。  
 

表１  アンケート調査の実施概要 

調査年 2001 年 2002 年 2003 年 2003 年

配布月 

住宅タイプ

地区数 

質問表配布数

回収数 

回収率 

10 月 

戸建住宅

56 

989 

549 

56% 

9-10 月 

戸建住宅 

24 

493 

266 

54% 

10 月 

戸建住宅

18 

302 

182 

60% 

10 月 

集合住宅

15 

510 

242 

47% 
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戸建住宅における調査は，2001 年～2003 年の３
年間に渡って実施したが，集合住宅における調査

は 2003 年に実施した。調査方法は，戸建住宅・集
合住宅ともに訪問配布・郵送回収とし，期限内に

回収されない場合には催促状を送付した。  
 

２．２ 対象家屋の選定方法 

最初に，戸建住宅の対象家屋の抽出方法につい

て説明する。神奈川県内の東海道新幹線全区間を

対象とし，上下線それぞれの軌道中央から 100ｍ
以内の範囲を，線路方向に 100ｍ間隔で区切った
100ｍ×100ｍを調査対象地区の単位とした。調査
対象地区のうち，新幹線のトンネル区間，幹線道

路や在来線の走行区間，戸建住宅の戸数が８軒未

満のいずれかの条件に該当する地区を除外し，残

りの地区を列車の走行速度，構造物，防音壁を３

条件として層別分類を行った。そして，戸建住宅

の戸数の比例割当により調査地区を抽出し，原則

として地区内のすべての家屋を対象とした。  
次に，集合住宅の対象家屋の抽出方法について

説明する。上下線それぞれの軌道中央から 100ｍ
以内に立地する３階建以上の集合住宅の世帯数を

地図上で調査したところ，神奈川県内では川崎市

と横浜市に集中していた。そのため，構造物条件

での層別世帯数と住居の窓開放面と新幹線の位置

関係を考慮して集合住宅を任意に抽出し，原則と

して集合住宅内のすべての家屋を対象とした。  
 

２．３ 質問票 

本調査で用いた質問票の構成自体は３年間ほぼ

同じものとしたが， 2003 年調査の質問票は，
2001-2002 年調査のものに若干の修正を加えた。  
表２は，2001-2002 年の調査における質問票の

構成を示したものである。Q1 では，「周辺の静け
さ」や「家の中での振動」を含む 28 の住環境項目
の満足度（1.満足，2.やや満足，3.どちらともい

えない，4.やや不満，5.不満）について質問した。

続いて，Q1 と同じ項目について，Q2 では安全で
快適に暮らすために重要な項目 (回答数の制限な
し)，Q3 では特に重要な項目（回答数は５項目ま
で）を質問した。Q6 では，日常生活における具体
的な出来事の経験（21 項目）について質問した。
Q6 には，騒音や振動による日常生活への影響を把
握するために，「戸，窓，食器棚などの建具がガタ

ガタと音をたてる」（がたつき），「電話の声，テレ

ビの音，ステレオの音が聞き取りにくい」（聴取妨

害），「就寝中になかなか寝付けない。または，早

朝に目を覚まされる｣(睡眠妨害 )，「仕事，勉強，
読書を妨害される。または，休息を妨害される」(思
考妨害)及び「窓を開けっ放しにしていることがで

きない」 (窓開放困難 )の５項目が含まれている。
Q7 では，「新幹線の音」を含む９項目の音源を提
示し，それぞれの音について，①音が聞こえるか，

②聞こえる音により悩まされている程度(1.まっ

たく悩まされていない，2.それほど悩まされてい

ない，3.多少悩まされている，4.だいぶ悩まされ

ている，5.非常に悩まされている)を質問した 6)。

Q8 では，｢新幹線の振動｣を含む６項目の振動源を
提示し，①振動を感じるか，②感じる振動により

悩まされている程度（尺度は Q7 と同じ）の質問
を行った。  
表３は 2003 年調査における質問票の構成を示

したものである。2003 年調査の質問票は，戸建住
宅，集合住宅ともに，フェイスシートの一部の項

目以外は同じ質問票を用いた。2001-2002 年の調
査と大きく異なっている項目は Q5 である。Q5 で
は，最初に，｢周辺の音｣を含む６項目について，

入居した当時の満足度と「入居当時に感じた印象

が，入居前に想像していたものと比べて良かった

か，それとも悪かったか」を質問した。また，Q7
では音が聞こえるかどうかの質問を省略して，各

音 源 に 対 す る 悩 ま さ れ て い る 程 度 (尺 度 は
2001-2002 調査と同じ)を質問し，Q8 においても振
動により悩まされている程度だけを質問した。  
質問票のタイトルは，新幹線の騒音・振動に対

する心理的な構えを防ぐために新幹線という言葉

を使わず，「地域や住まいの環境に関するアンケ

ート調査」とした。なお，調査の実施機関は，横

浜国立大学工学研究院である。  
 

表２ 質問票の概要（2001 年-2002 年調査） 

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10

住環境項目の満足度 

住環境項目の重要度 

住環境要因の最重要度 

総合的な住環境評価 

過去の居住体験 

日常生活における経験 

各音源に対する評価 

各振動源に対する評価 

フェイスシート 

自由意見 

28 項目 

28 項目 

28 項目 

4項目 

6項目 

21 項目 

9項目 

6項目 

10 項目 

多項選択回答

無制限複数回答

制限複数回答

多項選択回答

多項選択回答他

無制限複数回答

多項選択回答

多項選択回答

 

 

表３ 質問票の概要（2003 年調査） 

Q1

Q2

Q3

Q4

Q5

Q6

Q7

Q8

Q9

Q10

住環境要因の満足度 

住環境要因の重要度 

住環境要因の最重要度 

総合的な住環境評価 

入居時の住環境評価 

日常生活における経験 

各種騒音に対する評価 

各種振動に対する評価 

フェイスシート 

自由意見 

28 項目 

28 項目 

28 項目 

4項目 

6項目 

21 項目 

9項目 

6項目 

10 項目 

多項選択回答

無制限複数回答

制限複数回答

多項選択回答

多項選択回答他

無制限複数回答

多項選択回答

多項選択回答
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２．４ 騒音・振動の暴露量の推定 

原則として，質問票の回収後に，戸建住宅の調

査地区及び集合住宅ごとに騒音と振動の測定を行

い，回答者が暴露されている騒音・振動のレベル

を推定した。  
最初に，騒音・振動の測定方法を説明する。測

定地点に近い軌道の中央を起点として， 10m～
25m 離れた基準地点と，25m～75m 離れて基準点
とは異なる背後地点(1～5 地点)において，動特性
SLOW の騒音レベルのピーク値（LAmax ），単発騒

音暴露レベル(LAE )，及び鉛直方向の振動レベルの
ピーク値(LVmax )を通過列車ごとに計測した。測定
列車の本数は上下合わせて連続する 6～20 列車と
した。加えて，集合住宅調査においては，高さ方

向の騒音レベルの特性を把握するために，7 棟の
集合住宅において測定を行った。なお，暗騒音等

の影響により LAE  を計測できなかった場合には，

推定式（LAE = LAmax + 10logt  t：列車通過時間）
から LAE を推定した。  
騒音については，計測または推定した LAEと日

最大運行本数（287 本）から，各測定地点におけ
る 24 時間の等価騒音レベル（LAeq ）を推定した。

振動については，「環境保全上緊急を要する新幹線

鉄道振動対策について」に規定された方法に準じ

て，各測定地点において LVmax の上位半数平均値

(VL )を算出した。本報では，新幹線騒音の LAeqと

VL をそれぞれ騒音と振動の暴露量とした。  
戸建住宅調査においては，LAeq と VL の距離減

衰式をそれぞれ作成し，近接軌道中央から各家屋

までの距離を読み取ることにより，騒音について

は１階，振動については地盤上でのレベルをそれ

ぞれ求めた。集合住宅調査においては，各測定地

点における LAeqと鉄道総合技術研究所から提案さ

れている「新幹線鉄道騒音の予測評価手法」 7)を

ベースとして，回答者の居住階における騒音の暴

露量を求めた。なお，集合住宅調査における振動

の暴露量は，戸建住宅調査と同様に地盤上でのレ

ベルを求めた。 

 

３ 調査結果 

３．１ 社会調査の結果  
2001-2002 年の調査は，厚木飛行場近辺の調査

地区（10 地区）が含まれていたので，本報告では
これらの地区の回答者（114 サンプル）を除外し，
戸建住宅のサンプル数を 883 で分析を行った。  
１）個人属性  
表４は，本調査における回答者の個人属性を集

計した結果である。  
性別については，戸建住宅に比べ集合住宅では

女性の割合が高かった。年齢については，戸建住

宅では 50歳以上が全体の約 2/3を占めていたのに
対し，集合住宅では 50 歳未満が全体の約 2/3 を占
めていた。職業については，給与所得者は戸建住

宅で 33%，集合住宅で 52%であった反面，無職は
戸建住宅で 21%，集合住宅で 7%であった。家族
人数については，集合住宅に比べて戸建住宅で多

い傾向を示していた。居住年数については，戸建

住宅においては全体の約 6割が 20年以上であった
のに対して，集合住宅においては全体の約８割が

10 年未満であった。回答者の家屋の住宅構造につ
いては，戸建住宅においては木造住宅が全体の約

９割を占めていた反面，集合住宅においてはすべ

ての家屋が鉄筋コンクリート造であった。  

表４ アンケート調査の実施概要 

項目 属性 戸建住宅 集合住宅 

性別 

 

女性 

男性 

52% 

48% 

62% 

38% 

年齢 

 

30 歳未満

40歳代 

50 歳代 

60 歳以上

16% 

17% 

30% 

37% 

32% 

33% 

23% 

12% 

職業 

 

 

給与所得者

専業主婦 

無職 

その他 

33% 

29% 

21% 

17% 

52% 

27% 

7% 

14% 

家族人数 

 

2 人以下 

3人 

4人 

5人以上 

32% 

22% 

26% 

20% 

41% 

23% 

30% 

6% 

居住年数 5年未満 

10 年未満

20年未満

20年以上

11% 

13% 

18% 

58% 

44% 

34% 

13% 

9% 

住宅構造 木造 

ＲＣ造 

鉄骨造 

87% 

10% 

3% 

0% 

0% 

100% 

 

２）住環境項目の満足度・重要度 

質問票の Q1 で，28 項目の住環境項目について
『4.やや不満』または『5.不満』と回答した人の

割合を不満率とし，住宅タイプ別の結果を表５に

示す。戸建住宅における不満率を比較すると，「8.

家の中での振動」が 69%で最も高く，次に「28.
地区の道路の安全」が 49%で高く，「6.公共施設
の充実」が続いた。また，「10.周辺での静けさ」

と「9.家の中での静けさ」はそれぞれ５番目，８

番目に不満率が高かった。一方，集合住宅におけ

る不満率については，「10.周辺での静けさ」が

55%で最も高く，次に「28.地区の道路の安全」が
54%で高く，「6.公共施設の充実」，「9.家の中で
の静けさ」，「8.家の中での振動」と「1.水や水辺

とのふれあい」が続いた。これらの結果から，新 
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表５ 住環境要因の不満率 

住環境要因 戸建住宅 集合住宅

1.水や水辺とのふれあい 
2.緑とのふれあい 
3.電車・バス等の交通の便
4.買い物の便 
5.公園や広場の充実 
6.公共施設の充実 
7.医療施設の充実 
8.家の中での振動 
9.家の中での静けさ 
10.周辺での静けさ 
11.ごみの収集 
12.周辺の清潔さ 
13.水道の水 
14.あなたの家の日当たり 
15.あなたの家の風通し 
16.あなたの家の広さ 
17.あなたの家の間取り 
18.散歩のできる場所 
19.街並みのゆとり 
20.周辺の景色 
21.空気のきれいさ 
22.空気の臭い 
23.近所づきあい 
24.地域の自治活動 
25.家の地震対策 
26.地区の防災対策 
27.地区の風紀 
28.地区の道路の安全 

33% ( 9) 
22% (21) 
30% (12) 
26% (15) 
40% ( 4) 
42% ( 3) 
37% ( 5) 
69% ( 1) 
36% ( 8) 
37% ( 5) 
16% (26) 
23% (19) 
22% (21) 
28% (14) 
19% (25) 
24% (17) 
30% (12) 
20% (24) 
33% ( 9) 
31% (11) 
24% (17) 
25% (16) 
11% (28) 
15% (27) 
37% ( 5) 
23% (19) 
22% (21) 
49% ( 2) 

46% ( 5)
34% (12)
25% (21)
25% (21)
43% ( 7)
49% ( 3)
40% ( 9)
46% ( 5)
48% ( 4)
55% ( 1)
10% (28)
29% (19)
33% (14)
24% (23)
20% (24)
34% (12)
33% (14)
33% (14)
41% ( 8)
39% (10)
39% (10)
30% (17)
16% (26)
14% (27)
29% (19)
17% (25)
30% (17)
54% ( 2)

注：( )の数値は不満率の高さの順位。 

 

幹線沿線の住民は騒音や振動に対して不満を感じ

ており，特に，戸建住宅では振動，集合住宅では

騒音に対して，その傾向が強いことがわかる。 

質問票の Q3 で，28 項目の住環境要因について
『特に重要である』と選択した人の割合を重要視

率とし，住宅タイプ別の結果を表６に示す。 

戸建住宅においては，「7.医療施設の充実」が

48%で最も高く，次に「3.電車・バス等の交通の
便」が 34%で高く，「28.地区の道路の安全」が続
いた。「8.家の中での振動」と「10.周辺での静け

さ」はともに 12 番目に重要視率が高かった。一方，
集合住宅においても，「7.医療施設の充実」が 48%
で最も高く，次に「3.電車・バス等の交通の便」

が 41%で高く，「14.あなたの家の日当たり」が続
いた。「10.周辺での静けさ」と「8.家の中での振

動」のは重要視率はそれぞれ 11 番目，15 番目で
あった。 

以上の結果から，新幹線沿線の住民は騒音や振

動に対して強い不満を感じていることがわかる。

特に，戸建住宅では振動，集合住宅では騒音に対

する不満感が顕著であった。一方，不満感と比べ

ると，戸建住宅，集合住宅の住民ともに，騒音や

振動を安全で快適に暮らすための重要な項目であ

ると感じている人が多くないことが分かった。 

表６ 住環境要因の重要視率 

住環境要因 戸建住宅 集合住宅

1.水や水辺とのふれあい 
2.緑とのふれあい 
3.電車・バス等の交通の便 
4.買い物の便 
5.公園や広場の充実 
6.公共施設の充実 
7.医療施設の充実 
8.家の中での振動 
9.家の中での静けさ 
10.周辺での静けさ 
11.ごみの収集 
12.周辺の清潔さ 
13.水道の水 
14.あなたの家の日当たり 
15.あなたの家の風通し 
16.あなたの家の広さ 
17.あなたの家の間取り 
18.散歩のできる場所 
19.街並みのゆとり 
20.周辺の景色 
21.空気のきれいさ 
22.空気の臭い 
23.近所づきあい 
24.地域の自治活動 
25.家の地震対策 
26.地区の防災対策 
27.地区の風紀 
28.地区の道路の安全 

9% (19) 
19% ( 9) 
34% ( 2) 
22% ( 6) 
12% (16) 
16% (11) 
48% ( 1) 
15% (12) 
5% (22) 
15% (12) 
15% (12) 
12% (16) 
22% ( 6) 
23% ( 5) 
4% (25) 
3% (27) 
2% (28) 
6% (21) 
5% (22) 
4% (25) 
27% ( 4) 
7% (20) 
10% (18) 
5% (22) 
14% (15) 
22% ( 6) 
18% (10) 
31% ( 3) 

9% (18)
21% ( 8)
41% ( 2)
29% ( 4)
10% (17)
16% (12)
48% ( 1)
11% (15)
9% (18)
17% (11)
9% (18)
13% (14)
19% ( 9)
36% ( 3)
8% (21)
11% (15)
5% (23)
4% (26)
5% (23)
3% (27)
25% ( 7)
5% (23)
7% (22)
1% (28)
14% (13)
18% (10)
29% ( 4)
28% ( 6)

注：( )の数値は重要視率の高さの順位。 

 

３）騒音・振動に対する住民反応 

 騒音や振動による日常生活への影響（５項目）

について，アンケート調査の Q6 の結果を住宅タ
イプ別に図１に示す。反応率はそれぞれの項目を

選択した回答者の割合とした。「がたつき」は，鉄

道振動による日常生活への影響項目の中でも顕著

な反応を示すものの一つである 8)。その反応率は

戸建住宅での 42%に対し，集合住宅では 16%と低
かった。逆に，騒音による日常生活への影響項目

の一つである「聴取妨害」については，戸建住宅

での 19%に対して，集合住宅での反応率は 30%と
高かった。同様に，「窓開放困難」についても，集

合住宅での反応率が戸建住宅に比べて高かった。

一方，「睡眠妨害」および「思考妨害」は，戸建住

宅と集合住宅での反応率の差は顕著ではなかった。 

アンケート調査の Q7 から，９種類の音に対す
る「悩まされ度」について，住宅タイプ別に集計

した結果を図２に示す。同様に，アンケート調査

の Q8 から，６種類の振動に対する悩まされ度を
集計した結果を図３に示す。本報では，それぞれ

の音あるいは振動に対して，「多少」，「だいぶ」，

または「非常に」と回答した人の割合を「悩まさ

れ度」とした。なお，戸建住宅と集合住宅では，

Q7 で提示した音を一部変更しており，「生活の
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音」と｢自然の音｣は戸建住宅調査，「上階の床から

の音」と「隣からの音」は集合住宅調査での質問

であった。また，2001-2002 年調査で，提示した
音源に対する『聞こえない』の回答は，『全く悩ま

されていない』としてデータ処理を行った。 

騒音については，戸建・集合住宅ともに「新幹

線の音」に対する悩まされ度が最も高く，それぞ

れ 66%，73%であった。戸建住宅と集合住宅に共
通の音源で比較すると，集合住宅における悩まさ

れ度が高い傾向を示していた。また，共通でない

項目を比較すると，集合住宅における「上階床か

らの音」に対する悩まされ度が最も高かった。一

方，振動についても，戸建・集合住宅ともに，「新

幹線の振動」に対する悩まされ度が最も高かった。

悩まされ度は戸建住宅で 67%，集合住宅で 53%と
なっていた。新幹線以外の振動については，戸建

住宅・集合住宅ともに「自動車の振動」に対する

悩まされ度が最も高かったが，値は 20％以下であ
った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

騒音については，不満率（Q1）及び悩まされ度

（Q7）の結果から，戸建・集合住宅ともに新幹線
騒音が主音源であるが，集合住宅では新幹線以外

の音により悩まされている住民も多いことがわか

った。すなわち，集合住宅では，騒音に対する住

民の心理評価に対して，新幹線騒音以外の音源に

よる寄与が大きいことを示唆している。一方，振

動については，不満率（Q1），がたつきの反応率
（Q6）および悩まされ度（Q8）の結果から，振動
源としては戸建・集合住宅ともに新幹線が支配的

であるが，新幹線振動による影響を受けている，

あるいは悩まされている住民は戸建住宅で多かっ

た。 

 

４）暴露量の推定結果 

 戸建住宅の回答者を，近接軌道中央からの距離

で 20m ステップに分類し，構造物別に距離と LAeq

の平均値を図４に，VL の平均値を図５に示す。
LAeq については，全体的に盛土構造でのレベルが

最も高く，高架，切土構造の順となっていた。高

架構造における LAeq が盛土構造に比べて低かっ

た要因としては，神奈川県内における高架区間の

多くが平均 200km/h未満の低速走行区間であるた
めと考えられる。また，切土構造では騒音発生源

がほとんど地面の下に位置するため，レベルが小

さくなる。一方，VL については，全体的に高架構
造でのレベルが高い傾向を示していた。 
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図 1 騒音や振動による日常生活への影響 

図２ 騒音による悩まされ度 

図３ 振動による悩まされ度 
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一方，高架構造・遮音板設置区間に近接する集

合住宅において，１階～６階での LAeqの推定結果

を示したものが図６である。近接軌道中心から測

定地点までの距離は，11m（S1），35m（S2）及び
52m（S3）であった。なお，図６は S1 の 1 階での
LAeq を基準（0dB）とした相対値（dB）を示して
いる。軌道が３階相当の高さに位置しているため，

直近の S1 では，防音壁の遮音効果が４階より上
階では小さく，１階と比べ LAeq は 10dB 前後高か
った。軌道から離れた S2 及び S3 では，距離減衰
により S1 に比べ各階とも LAeqは低くなった。ま

た，S2･S3 ともに，６階での LAeqが最高値を示し

たが，防音壁による回折効果が小さいために，S1
に比べ高さ方向の変化は小さくなっていた。 

本報での平均値は，LAeq は 57dB（集合）と 48dB
（戸建），VL は 60dB（集合）と 55dB（戸建）と
なった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 暴露－反応関係 

図７は，騒音の被害感について，暴露－反応関

係を住宅タイプ別に比較した結果である。本報で

は，暴露量を LAeqとし，反応を% annoyed（「周辺
の静けさ」と｢新幹線の音｣ともに『4.-』または

『5.-』の回答割合）と% highly annoyed（両項目
ともに『5.-』の回答割合）とした。なお，本報で

は，暴露－反応関係では，サンプル数 20 未満（戸
建住宅）及び 10 未満（集合住宅）のデータは除外

した。「新幹線の音」については，レベルの増加と

ともに反応も単調に厳しくなる傾向を示している

が，「周辺の静けさ」の集合住宅における暴露－反

応関係は単調増加の傾向を読み取ることができな

い。これは新幹線以外の音による影響を受けてい

るためであろう。一方，「新幹線の音」については，

LAeqが 46-50dB～56-60dB の範囲においては，被害
感の反応は戸建住宅において厳しくなっていた。 

図８は，振動の被害感について，暴露－反応関

係を住宅タイプ別に比較したものである。暴露量

を VL とし，「家の中での振動」と｢新幹線の振動｣
について騒音と同様な指標を用いた。「家の中で

の振動」の VL が 46-50dB のレンジを除くと，騒 
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図６ 集合住宅における LAeqの測定 
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図７ 新幹線騒音の暴露－反応関係 

(b) 新幹線の振動 
図８ 新幹線振動の暴露―反応関係 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

-45 46-50 51-55 56-60 61-65 66-

LVmax (dB)

反
応
率

% annoyed（戸建） % highly annoyed（戸建）

% annoyed（集合） % highly annoyed（集合）

0%

20%

40%

60%

80%

-45 46-50 51-55 56-60 61-65 66-

LVmax (dB)

反
応
率

% annoyed（戸建） % highly annoyed（戸建）

% annoyed（集合） % highly annoyed（集合）



 - 99 -

音と同様に戸建住宅における反応が厳しい傾向を

示していた。また，集合住宅については，地盤上

での VL を暴露量としたことから，暴露―反応関
係の単調増加の傾向は顕著ではなかった。 

住宅タイプによる被害感の差異を検討するため

に，騒音や振動の被害感をそれぞれ構成する要因

と考えられる「聴取妨害」と「がたつき」9)の暴

露―反応関係をそれぞれ図９と図 10 に示す。 

LAeq が 46-50dB～56-60dB の範囲においては，
「聴取妨害」の反応率に差が見られないことから，

騒音の被害感の差異には非音響的要因も影響して

いると考えられる。一方，｢がたつき｣については，

すべてのレベルで戸建住宅における反応が集合住

宅を上回っており，地盤上のレベルが同じ場合に

は，振動を感じている住民は集合住宅に比べて戸

建住宅で多いことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の結果を踏まえて，騒音と振動に対する被

害感の反応の差異について考察を試みる。 

最初に，振動に対する被害感の反応を考察する。

筆者らが 1996 年と 2004 年に実施した集合住宅の
居室内（計 7 世帯）における振動測定の結果では，
階数や居室内における振動ピックアップの設置位

置は異なるものの，個々の世帯における振動レベ

ルの平均値は地盤上に比べて 4～10dB減衰してい
た。一方，戸建住宅の居室内における振動は，集

合住宅とは異なり増幅する傾向を示している 10)。

新幹線から発生する振動の被害感について，振動  
→  建具のがたつき  →  被害感形成というプロセ
スを想定すると 8)，戸建住宅に比べて集合住宅で

は，暴露される振動が低レベルであるため，建具

のがたつきを介した間接的影響も小さくなり，振

動に対する被害感が抑制されていると考えられる。 
続いて，騒音に対する被害感の反応を考える。

被害感の差異をもたらす要因として，窓や壁の遮

音性能の違い，騒音に対する住民の認知度や慣れ，

回答者の属性の違い等が考えられる。例えば，集

合住宅における遮音性能は戸建住宅に比べ一般的

には良い。本報では戸外における LAeqで暴露-反応
関係を比較したが，戸外における騒音が同レベル

の場合には，室内での暴露レベルは戸建住宅に比

べて集合住宅では低くなっていることが想定でき

る。このことにより，集合住宅の住民の騒音に対

する被害感が抑制されていることも十分に考えら

れる。本報では，上記の要因の外に非音響的要因

として，既往研究で騒音のうるささに影響を及ぼ

すと報告されている振動の大きさに着目した 11)。

図 11 は，住宅タイプ別に，LAeq と  「新幹線の音」
の% annoyed との関係を VL のレベル別に比較し
たものである。集合住宅では，LAeq が 51-55dB の
レベル以外では VL のレベルによる% annoyed の
差は顕著でなかった。しかし，戸建住宅では，LAeq

が 46-50dB～51-55dB のレベルにおいて，VL のレ
ベルが高くなると% annoyed も増加する傾向が読
み取れる。これらの結果から，戸建住宅と集合住

宅の住民の騒音被害感の評価過程を以下のように

考えることができる。戸建住宅の住民は ,騒音のみ
ならず ,騒音同様に強い被害感を抱いている振動
も複合して暴露されるために ,被害感を増幅して
評価する傾向にある。一方，集合住宅の住民の多

くは ,戸建住宅に比べて高レベルの騒音・低レベル
の振動に暴露されているために騒音に対する被害

感が強く，その結果として複合評価というよりも，

騒音そのものの被害感を評価しているのであろう。 
以上の結果から，戸建住宅では騒音と振動を別

個に評価するのではなく，統合被害感の指標によ

り評価することが妥当であると考えられる。  
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図 10 がたつきの暴露－反応関係 

図９ 聴取妨害の暴露－反応関係 

図 11 振動レベル別の新幹線騒音の暴露－反応関係 
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５ 統合被害感の評価構造モデル 

既往の研究の多くは，社会調査から得られた指

標を直接，騒音や振動に対する住民反応として取

り扱ってきた。しかし，複雑に込み入った現象で

ある住民反応は，本来，直接的には観測できない

ものである。このような現象を比較的単純に理解

することを目的として，社会－人文－行動科学の

分野では，直接的に観測できない現象を構成概念

として存在を仮定することがある。構成概念自体

は直接観測することはできないが，因果関係があ

り，直接的に観測できる変数により間接的にでは

あるが測定できることが可能となる。本研究では，

前節までの結果から戸建住宅を対象として，騒音

や振動による生活影響と統合被害感を構成概念と

して捉えたモデルに共分散構造分析を適用するこ

とにより，変数間の因果関係の同定を試みた。 

図12は，既往の研究等で得られた知見に基づい

て作成した騒音と振動の統合被害感の評価構造モ

デルである。本モデルでは，暴露量(LAeqとVL)が，
直接的に，かつ生活影響（構成概念）を介して間

接的に統合被害感（構成概念）へ影響を及ぼすと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
F1：新幹線騒音による生活影響度(構成概念) 
F2：新幹線振動による生活影響度(構成概念) 
F3：新幹線の騒音と振動による統合被害感(構成概念) 
X1：LAeq   X2：VL    
Y1：聴取妨害   Y2：睡眠妨害   Y3：窓開放困難    
Y4：がたつき   Y5：思考妨害   Y6：新幹線の音    
Y7：家の中の振動   W1-W8：パス係数 

図 12 騒音と振動の統合被害感の評価構造モデル 

 

 本研究では，SPSS の Amos5 を用いて共分散構
造分析を行った。分析の結果，モデルの適合度を

示す GFI=0.95，AGFI=0.89と高い数値が得られた。 
図 13 は，分析により得られたパス係数を示した

ものである。共分散構造分析では，外生変数であ

る LAeq（X1）と VL（X2）については，パス係数
そのもので推定される直接効果，パスで結ばれる

変数間のパス係数の積で推定される間接効果，直

接効果と間接効果の和で推定される総合効果を求

めることができる。LAeq（X1）から騒音による生
活影響度（F1），VL（X2）から振動による生活影
響度（F2）へのパス係数はそれぞれ 0.14，0.28 で，
騒音と振動のレベルが高くなると，それぞれの生

活影響に対する反応も増えることを意味している。

同様に，騒音または振動による生活影響度（F1 と
F2）から統合被害感（F3）へのパス係数もプラス
となっており，生活影響を感じることにより統合

被害感が増幅されることを示している。一方，LAeq

（X1）から振動による生活影響度（F1）のパス係
数はマイナスとなっている。このことは暴露され

ている騒音のレベルが高くなることにより，日常

生活における影響としては騒音が支配的になり，

その結果として振動による生活影響がマスキング

されるためであると解釈できる。また，VL（X2）
から統合被害感（F3）へのパス係数もマイナスに
なっている。VL（X2）から騒音または振動による
生活影響度（F1 と F2）を介した統合被害感への
間接影響はプラスであることから，この直接効果

は間接効果を抑制するためにマイナスになってい

ると解釈できるものの，今後の検討課題である。  
最後に，LAeq と VL から統合被害感への増加に

寄与する値を試算する。LAeq と VL から統合被害
感への影響度（総合効果）を推定した結果，それ

ぞれ 0.163，0.197 となった。この数値は，統合被
害感を標準偏差で計測して 1 単位変化させるため
にはそれぞれ LAeqを（1/0.163=）6.13 単位，VL を
（1/0.197=）5.08 単位変化させる必要があること
を示している。すなわち，LAeq と VL の標準偏差
がそれぞれ 6.84，7.22 であったことから，LAeqを

6.13×6.84=41.9dB，VL を 5.08×7.22=36.7dB 変化
させることに等しい。このことは，LAeqの７dB の
変化と VLの６dBの変化が統合被害感にほぼ等価
な影響を及ぼすことを意味している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 パス係数 
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６ まとめ 

本研究により得られた結果を以下にまとめる。 

１）アンケート調査の結果から，騒音と振動に

対する住民反応を他の住環境項目と比較すると，

新幹線沿線の住民は騒音や振動に対して強い不満

を感じている。特に，戸建住宅では振動，集合住

宅では騒音に対する不満感が顕著である。一方，

不満感と比べると，戸建住宅，集合住宅の住民と

もに，騒音や振動を安全で快適に暮らすための重

要項目であると感じている人は少ない傾向が見ら

れる。 

２）振動被害感の暴露－反応関係について，戸

建住宅と集合住宅で比較した結果，戸建住宅に比

べて集合住宅の住民は振動に対して寛容な評価を

示していた。このことは，基礎構造等の違いによ

り戸建住宅に比べて暴露される振動が小さくなる

ために，建具のがたつきを介した振動の間接的影

響が小さくなるために，振動に対する被害感が抑

制されていると考えることができる。 

３）騒音被害感の暴露－反応関係について，戸

建住宅と集合住宅で比較した結果，振動の場合と

同様に，集合住宅の住民は騒音に対して寛容な反

応を示していた。このことは，集合住宅では防音

壁による騒音の遮蔽効果が小さくなることにより，

戸建住宅に比べて暴露される騒音は全体的に大き

くなる反面，戸建住宅に比べて振動が小さくなる

ために，騒音と振動の複合による被害感の増幅が

起こりにくくなることも一因であると考えられる。 

４）共分散構造分析により推定した騒音と振動

を統合した住民の被害感に対して，神奈川県内の

東海道新幹線沿線の戸建住宅の居住者を対象とし

た場合には，新幹線の等価騒音レベル７dBの変化
と振動レベル最大値６dBの変化が等価な影響を
及ぼしている。 
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